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１．目的１．目的１．目的１．目的        

大河川氾濫時における適切な避難行動による人的被害の抑制は減災上重要な課題である．ハザードマップは

有効なツールの一つであるが，一般に開示される情報は複数地点を別途破堤想定した計算における最大水深の

包絡値であり，避難計画の立案および実際の避難行動における参考情報として課題が残る．本研究では従来と

同様な氾濫水挙動の解析モデルを用いるが，避難計画や避難行動に有用な情報を提供するための情報の加工手

法について提案するものである．すなわち，氾濫解析により得られた水位のみならず，流速情報から避難行動

に関する指標を作成し被害評価を行った．被害としては，垂直避難の危険性を判断する家屋破壊や浸水深情報

からの評価に加え,氾濫流の流速に基づく水平避難の危険性を考慮した． 

 

２．２．２．２．解析条件解析条件解析条件解析条件        

2.1.氾濫解析 

氾濫解析はハザードマップ作成で一般的に用いられる事の多いデカルト座標系の二次元不定流モデルを用

いた 1)．粗度係数については，土地利用毎の占有面積に加え建物占有率と水深を考慮した合成等価粗度係数を

用いた 1)．建物占有率は国土地理院による細密数値情報(10m メッシュ土地利用)を用いて，解析対象格子サイ

ズの 50m メッシュ内での比率を算定した． 

解析対象地域はA川および支川のI川やO川等の複数の河川に囲まれたＳ県K町(面積41.72km2, 人口21732

人)とした．ハザードマップ作成の解析では通常 250m の計算格子が用いられるが，それよりも小さい 50m を採

用し詳細な氾濫水挙動を解析した．地形データは国土地理院による 50m メッシュの数値標高モデルデータを用

いた．ただし氾濫水の挙動に関する局地的な地形条件として，堤防や国道等の盛土構造を阻害線として扱った．

堤防については堤防高を用い，国道や大囲堤等の盛土等は現地踏査により比高を測定した． 

破堤地点はハザードマップ作成の基礎となった解析と同様の 4 河川 15 地点とし，各々の破堤地点毎の解析

を行った(図 1(a))．破堤地点水位は水文水質データベースより得た近傍地点の出水時ハイドロを整理して，

出水ピークからの水位低下曲線を作成した．破堤流量の推定は一般的な方法に準じ(栗城ら 1996），堤外水位

より本間公式を用いて幅流量を算定し，これと破堤幅を乗じて得た．破堤最大幅は，A 川は一律に 320m，他の

支川は栗城ら(1996)と同様の川幅を用いた推定式により定めた．破堤直後は 50%，1 時間後に最大幅に達して

その後一定幅が継続するものとした．なお，現行ハザードマップと同様の格子長条件(250m)においても解析を

行い，氾濫流の再現性を確認した． 

2.2.被害情報 

氾濫時の避難行動で参考となる情報として，本研究では以下の情報を解析結果より評価した．まず，通常の

ハザードマップで用いられている最大浸水深の包絡図を作成した(図-1(a))．ただし，氾濫時の避難行動の基

礎資料として，垂直避難の可能性を評価するために 0.5m 毎で評価した．氾濫時には，氾濫流の有する流体力

によって家屋破壊の危険性がある．これらは，主に津波被害に関する研究で用いられることの多い流体力指標

(U2h; U, 流速; h, 水深)を用いて評価した．また，避難行動に関する情報として解析結果で得られた氾濫流ベ

クトルの各破堤地点ケースの最大値を用いた．これらを計 15ケースの期待値として整理した(図-1(b),(c))． 
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３．解析結果と評価３．解析結果と評価３．解析結果と評価３．解析結果と評価        

図-1(a)に，ハザードマップと同様に全破堤ケース

の浸水深の最大値包絡図を示した．ハザードマップ

が浸水深を 2 から 5ｍを一つの幅として表示してい

るのに対して，ここでは 0.5m刻みとした．一般的に

浸水深が3m以上に達すると一般住宅の2階部分まで

浸水し，垂直避難が不可能になるとされる．解析エ

リアでは殆どの地域において3m以上の浸水深であり

垂直避難が困難であることが分かる．次に，図-1(b)

に最大浸水深3m以下の地域のみにおける流体力によ

る家屋破壊程度を示した．家屋破壊に関する流体力

指標(U2h[m3s-2])値は，家屋に何らかの被害として

1.52)，住居不可能住宅の出現として 2.52)，木造家屋

50%破壊（定義は文献 3）参照のこと）として 53)をそ

れぞれ用いた．なお文献 3)の値は危険度の高い値を

用いた．最大浸水深が 3m以下のため垂直避難が有効

であっても，破堤地点に近いエリアでは避難時に利

用不可能あるいは家屋に何らかの被害が生じる事が

推測される．なお，本解析は 50m 格子で平均化され

た流体力を用いているため，実際には破堤地点近傍

では更に大きな被害が生じる可能性もある．以上よ

り本地域では多くの住民が破堤氾濫が想定される状

態の時には水平避難する必要がある．図-1(c)は氾濫

流の各破堤点の解析結果における最大フラックスか

ら得た期待値である．これは地域別の流れによる危

険性に相当する．Ａ川堤防沿いでは南下する強い氾

濫流の流れが発生する可能性が高い．これは，A 川の

堤防と旧河道の自然堤防との間の標高が低い土地に

流れが集中するためであると考えられる．避難開始

時間にもよるが，本地域中央部の居住者の避難ルー

トとしては，西方向がより安全である．これらは氾

濫時の避難計画の立案および地域防災組織との連携

において，氾濫時に生じるより具体的な被害，事象

の推定を可能とする，重要な情報であると考えられ

る．なお，これらの解析結果より更なる避難施設整

備の方向性としては，西北方向に鉄筋コンクリート

造の避難所を建設し，避難することも防災計画とし

ての提言も可能であろう．今後は実際の避難行動に

おいて有用な情報を用いて地域防災計画の立案を行

うことが有用であると考えられる． 
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図-1 氾濫時危険情報(a，最大浸水深の包絡図および

破堤地点:b, 最大浸水深 3m 以下地域の家屋破壊

程度の期待値: c,氾濫流の方向（流速の絶対値の

分布も色で示した．） 

(a)(a)(a)(a)    

(c)(c)(c)(c)    

(b)(b)(b)(b)

※最大浸水深が 3m

以下の区域のみの

被害度を示す． 
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